
主目的 4 21 4

副目的

款 項 目 大 中

％ ％ ％

担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

文化振興ビジョン
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担当課
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教育文化

文化振興課

文化財係
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平成３０年度以降

歴史・文化財

事業類型 一般

調査・研究活動を充実する

2

21‐１

　文化財の発掘調査だけでなく、市内に残る貴重な文化財、古文書等を調査、研究すること

により、小牧の歴史遺産を後世に伝える。

○23年度実施内容

　埋蔵文化財以外の文化財の調査や、利活用を含めた啓発事業を学校法人足立学園（愛

知文教大学）に委託して実施。

　職員は委託業務に関する諸手続きや、講座の受講受付や広報、会場の調整等をおこな

う。

【委託業務内容】

文化財啓発事業調査研究業務の委託（委託料12,900千円）

　古文書調査、歴史講座、古文書入門講座、文化財の悉皆調査の実施。

　　連続歴史講座　6回
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国・県支出金

対前年比

その他財源

人件費

0

16,063

　　連続歴史講座　6回

　　古文書入門講座　8回（初級・中級・上級）

　　古文書調査　39回

　　文化財資料の整理　他

【受講者負担金】

古文書入門講座については、教材費分として受講者が2、000円負担

連続歴史講座のうち特別講座「安土城跡他の視察」の参加費として3,500円負担
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調査目録の発刊

　市内に残る貴重な文化財、古文書等を調査、研究をし、講座や講演会など市民が

歴史や文化財に触れ、学ぶ機会を提供できた。
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　発掘調査以外の文化財の保護や、利活用、啓発の機会が減少し、講座や講演会な

ど、市民が身近な場所で学ぶ場所の提供ができなくなる。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

今今今今

後後後後

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

現状維持

判定理由

一次評価のとおり。

改善案等

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定

現状維持

判　定　理　由

今後も市民ニーズにあわせ、引き続き（埋蔵文化財以外の）文化財の調査や研究、啓

発事業を積極的に実施し、情報を発信する。
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事業実施におけ

る課題等

　講座や講演会の参加者が固定化され、幅広い市民に学ぶ機会を提供できていな

い。

　大学という専門機関の技術やノウハウを活用し、官学一体となって事業を行うこと

で、官学提携の協働を推進できる。

方向性の判定


